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○松本市災害時サポート事業所登録制度実施要綱 

平成２５年１１月１４日 

告示第４９２号 

改正 平成２６年３月３１日告示第１１５号 

改正 令和６年１１月２０日告示第６８０号 

（目的） 

第１条 この要綱は、地域の防災活動に貢献する意欲のある事業所を登録し、及び公表し、

災害発生時においてそれら事業所の持つ資源や能力の提供を受けることにより、地域防災

力の強化を図るとともに、当該事業所の従業員及び市民の防災意識の啓発を図ることを目

的とする松本市災害時サポート登録制度（以下「制度」という。）の実施について、必要

な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、「事業所」とは、松本市内に事務所又は活動拠点があり、制度

の趣旨に賛同し、災害の発生時にボランティア精神に基づく人的支援又は物的支援（以下

「支援」という。）を行うことができる団体等をいう。ただし、次の各号のいずれかに該

当するものを除く。 

（１） 事業所が、松本市暴力団排除条例（平成２４年条例第３号。以下「条例」という。）

第２条第１号に規定する暴力団である場合 

（２） 事業所の代表者、役員（これに準ずる者を含む。）又は従業員が、条例第２条第

２号に規定する暴力団員又は、条例第６条第１項に規定する暴力団関係者である場合 

（３） その他市長が適当でないと認めるもの 

（登録の手続） 

第３条 制度の登録をしようとする事業所の代表者（以下「申請者」という。）は、松本市

災害時サポート事業所登録・変更申請書（様式第１号。以下「登録申請書」という。）を

市長に提出しなければならない。登録内容を変更するときも、同様とする。 

２ 市長は、登録申請書の提出があったときは、その内容を審査し、登録することが適当で

あると認めるときは、当該事業所を登録するとともに、当該申請者に松本市災害時サポー

ト事業所登録証（様式第２号）を交付するものとする。 

（登録事業所の公表等） 

第４条 市長は、松本市災害時サポート事業所として登録した事業所（以下「登録事業所」

という。）が希望する場合は、市ホームページその他の市の広報媒体を活用し、登録事業
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所の名称及びの活動実績等の周知に努めるものとする。 

２ 登録事業所は、自らが登録事業所である旨を印刷物等に表示することができる。 

（登録事業所への協力要請） 

第５条 市長は、登録事業所に対して防災訓練及び防災研修等への参加並びに防災意識啓発

活動への協力を要請することができる。 

２ 登録事業所は、前項の規定による要請に対して可能な限り応じるものとする。 

（登録の抹消） 

第６条 市長は、登録事業所が次の各号のいずれかに該当するときは、登録を抹消するもの

とする。 

（１） 廃業したとき。 

（２） 事業所を第三者に譲渡した場合 

（３） 事業所が第２条に規定する要件を満たさなくなった場合 

（４） 松本市災害時サポート事業所登録抹消届（様式第３号）を市長に提出し、登録の

抹消を申し出たとき。 

（５） その他事業所として登録しておくことが適当でないと市長が認めた場合 

（災害時の支援） 

第７条 市長は、登録事業所に対して支援を要請するときは、松本市災害時支援要請書（様

式第４号。以下「要請書」という。）を登録事業所に送付して行うものとする。ただし、

緊急を要する場合は、次の事項を明らかにして電話等により行うことができるものとする。

この場合において、市長は、速やかに要請書を当該支援を要請した登録事業所に送付する

ものとする。 

（１） 災害の状況 

（２） 要請する支援の内容 

（３） その他必要な事項 

２ 登録事業所は、前項の支援の要請があったときは、その諾否、実施可能な支援の内容等

について、松本市災害時支援諾否報告書（様式第５号）により、市長に報告するものとす

る。 

３ 登録事務所は、市長からの要請に基づく支援のほか、自らの判断で支援を行うことがで

きる。 

４ 登録事業所は、支援を行ったしたときは、当該支援の内容等について、松本市災害時支

援実施報告書（様式第６号）により、市長に報告するものとする。 
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（協力期間） 

第８条 登録事業所が支援を行う期間は、災害発生時に行う一時的な災害活動に係る期間と

し、事業所本来の業務等に著しく支障とならない範囲とする。 

（活動区域） 

第９条 登録事業所が支援を行う区域は、当該事業所が存する地域内とする。ただし、市長

から他の地域における支援の要請があった場合は、当該地域を越えて支援を行うことがで

きるものとする。 

（経費負担） 

第１０条 支援に要した費用は、当該支援を実施した登録事業所の負担とする。 

（事故発生時の連絡） 

第１１条 登録事業所は、支援を行っていた従業員が負傷し、又は支援により第三者に損害

を与えた場合は、直ちに松本市災害時支援事故報告書（様式第７号）により市長に報告す

るものとする。 

 （電子申請） 

第１２条 申請者又は登録者が、市長の指定するウェブサイトを利用する方法で第３条第１

項の規定による登録若しくは変更の申請、第６条第４号の規定による登録抹消の申出、第

７条第２号若しくは第４項の規定による報告又は第１１条の規定による報告を行うとき

は、書面に代えて、当該書面に記載すべき事項を電磁的記録により市長に提出することが

できる。 

（第三者の損害） 

第１３条 登録事業所の支援により、第三者に損害を与えた場合は、当該登録事業所がその

損害を賠償するものとする。ただし、その損害のうち、市の責めに帰すべき事由により生

じたものに係る賠償は、市の負担とする。 

（補則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２５年１１月１４日から施行する。 

（松本市大規模災害時における無償提供支援物資等の登録に関する要綱の廃止） 

２ 松本市大規模災害時における無償提供支援物資等の登録に関する要綱（平成１７年告示

第３４６号）は、廃止する。 
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附 則（平成２６年３月３１日告示第１１５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、告示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の松本市災害時サポート事業所登録制

度実施要綱の規定により使用されている様式は、この告示による改正後の松本市災害時サ

ポート事業所登録制度実施要綱の規定による様式とみなす。 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

様式第５号（第７条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第１１条関係） 

 


